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○日田市特別職報酬等審議会条例 

 

（設置） 

第１条 市長の諮問に応じ、議員報酬等の額について審議するため、日田市特別職

報酬等審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第２条 市長は、議会の議員報酬の額並びに市長、副市長及び教育委員会教育長の

給料の額に関する条例を議会に提出しようとするときは、あらかじめ当該議員報

酬等の額について審議会の意見を聴くものとする。 

２ 市長は、議会の議員の政務活動費の額に関する条例を議会に提出しようとする

ときは、あらかじめ当該政務活動費の額について審議会の意見を聴くものとする。 

 

（委員） 

第３条 審議会は、委員10人以内をもって組織し、その委員は、日田市の区域内の

公共的団体等の代表者その他住民のうちから必要の都度、市長が任命する。 

２ 委員は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 

（会長） 

第４条 審議会に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指定する委

員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 審議会は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

 

（庶務） 

第６条 審議会の庶務は、総務企画部において処理する。 

 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が

定める。 
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○日田市特別職の職員の給与等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第204条第３項の規定に基

づき、市長、副市長及び教育長（以下「市長等」という。）の給料及び手当の額並

びにその支給方法について必要な事項を定めるものとする。 

 

（給料） 

第２条 市長等の給料は、別表のとおりとする。 

 

（期末手当） 

第３条 市長等には、給料のほかに、期末手当を支給する。 

２ 市長等の期末手当の額は、日田市一般職員の給与に関する条例（昭和31年条例

第175号。以下「一般職給与条例」という。）の適用を受ける職員（以下「一般職

の職員」という。）の例により計算した額とする。ただし、一般職給与条例第23条

第２項中「100分の126.25」とあるのは「100分の162.5」とする。 

３ 前項本文の場合において、一般職給与条例第23条に規定する期末手当基礎額は、

給料月額及び給料月額に100分の20を乗じて得た額の合計額とする。 

 

（支給方法） 

第４条 前２条に定める市長等の給料及び期末手当の支給方法については、一般職

の職員の例による。 

 

別表（第２条関係） 

職別 種別 給料 

市長 月額 872,000円 

副市長 月額 710,000円 

教育長 月額 602,000円 
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○日田市特別職員退職手当支給条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第204条第３項の規定に基

づき、市長、副市長及び教育長（以下「特別職」という。）の退職手当に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

（退職手当の支給） 

第２条 この条例の規定による退職手当は、特別職が退職（任期満了を含む。以下

同じ。）した場合に、その者（死亡による退職の場合は、その遺族）に支給する。  

２ 特別職の退職手当は、任期ごとに支給する。 

 

（退職手当の額） 

第３条 退職手当の額は、退職の日におけるその者の給料月額に在職月数を乗じて

得た額に、次に定める割合を乗じて得た額とする。 

(１) 市長 100分の42.7 

(２) 副市長 100分の34.2 

(３) 教育長 100分の19.3 

２ 前項の在職月数は、特別職に就任した日の属する月から退職した日の属する月

までを計算する。この場合における月数は、暦によって計算し、１月に満たないと

きは１月とし、１月に満たない端数を生じたときは切り捨てる。 

 

（特別職以外の在職期間を有する者に係る退職手当の特例） 

第４条 他の地方公共団体の職員が、退職手当の支給を受けないで引き続いて副市

長となった場合は、他の地方公共団体の職員としての引き続いた在職期間は、当

該副市長としての引き続いた在職期間に含まれるものとする。 

２ 他の地方公共団体の職員から引き続いて副市長となった者が退職した場合に支

給する退職手当の額は、前条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる額の合計額

とする。 

(１) 前条の規定により計算した額 

(２) 副市長を退職した日における他の地方公共団体の職員を退職した日にその

者が受けていた給料月額に相当する額及びその者の他の地方公共団体の職員と
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しての引き続いた在職期間を基礎として、日田市職員の退職手当に関する条例

（昭和36年条例第45号）の適用を受ける職員の例により計算した額 

３ 前項に規定する者が退職した場合において、その者が退職の日又はその翌日に

再び副市長となったときは、前条第２項の規定による在職期間の計算については、

引き続いて在職したものとみなし、当該退職に係る退職手当は支給しない。 

４ 第２項に規定する者が退職し、引き続いて他の地方公共団体の職員となったと

きは、この条例による退職手当は支給しない。ただし、副市長を退職した日から30

日以内に副市長としての在職期間に係る退職手当の支給を受ける旨を申し出たと

きは、当該退職手当を支給することができる。 

 

（遺族の範囲及び順位） 

第５条 第２条第１項に規定する遺族の範囲及び遺族が退職手当を受ける順位につ

いては、日田市職員の退職手当に関する条例第２条の２の規定による。 

 

（他の条例の準用） 

第６条 この条例に定めるもののほか、退職手当の支給に関しては、日田市職員の

退職手当に関する条例の規定を準用する。 

 

 


